
能美市財政事情の作成及び公表に関する条例に基づき、平成26年10月1日から平成27年3月31日までの財政事情を公表します。 人口 49,654人

なお、予算現額・収入済額・支出済額には、平成25年度から平成26年度へ繰り越した繰越明許費が含まております。 世帯 17,596世帯

（表示単位未満は 四捨五入していますので、値が合計等と異なる場合があります。） 面積 83.85k㎡

報告数値は、平成27年3月31日時点の状況であるため、実際の決算とは異なります。

これは、平成26年度に属する予算の未収未払の整理を行う出納整理期間（平成27年4月1日～5月31日）に執行された数値が確定しないためです。

＜歳入予算の収入状況＞ （単位：千円、％） 市税の負担状況

予算現額 収入済額 収入率 1人当たり １世帯当たり

1 市税 8,517,300 8,512,521 99.9 1 市税 171,533円 484,048円

うち個人市民税 2,623,800 2,619,162 99.8 うち個人市民税 52,842円 149,113円

うち固定資産税 4,211,900 4,721,185 112.1 うち固定資産税 84,825円 239,367円

2 地方譲与税 192,057 192,057 100.0 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

3 利子割交付金 17,416 17,416 100.0

4 配当割交付金 42,475 42,475 100.0 市民1人当たりの歳出額

5 株式等譲渡所得割交付金 26,123 26,123 100.0 1人当たり

6 地方消費税交付金 563,994 563,994 100.0 1 議会費 4,574円

7 ゴルフ場利用税交付金 37,816 37,817 100.0 2 総務費 45,060円

8 自動車取得税交付金 30,283 30,283 100.0 3 民生費 220,435円

9 地方特例交付金 37,148 37,148 100.0 4 衛生費 29,954円

10 地方交付税 4,989,618 4,989,618 100.0 5 労働費 276円

11 交通安全対策特別交付金 5,050 5,050 100.0 6 農林水産業費 6,495円

12 分担金及び負担金 616,550 610,831 99.1 7 商工費 12,922円

13 使用料及び手数料 244,502 232,939 95.3 8 土木費 76,783円

14 国庫支出金 3,592,722 2,888,878 80.4 9 消防費 14,810円

15 県支出金 911,791 713,646 78.3 10 教育費 49,566円

16 財産収入 294,016 257,091 87.4 11 災害復旧費 5円

17 寄附金 22,530 18,325 81.3 12 公債費 68,260円

18 繰入金 128,205 128,288 100.1 13 諸支出金 12,198円

19 繰越金 608,638 608,638 100.0 14 予備費 382円

20 諸収入 402,430 276,580 68.7 歳出合計 541,720円

21 市債 5,617,900 1,270,100 22.6 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

歳入合計 26,898,564 21,459,818 79.8

■財産の状況

＜歳出予算の支出状況＞ （単位：千円、％）

予算現額 支出済額 支出率 25年度末 27年3月末

1 議会費 227,111 225,015 99.1 現在高 増 減 現在高

2 総務費 2,237,418 1,561,333 69.8 建物 251,114㎡ 3,348㎡ 8,271㎡ 246,192㎡

3 民生費 10,945,482 7,861,656 71.8 土地 2,407,153㎡ 9,964㎡ 22,859㎡ 2,394,258㎡

4 衛生費 1,487,354 1,443,870 97.1 有価証券 151,537千円 0千円 0千円 151,537千円

5 労働費 13,719 12,429 90.6 出資による権利 1,385,192千円 500千円 0千円 1,385,692千円

6 農林水産業費 322,484 257,951 80.0 基金 8,663,814千円 766,537千円 530,138千円 8,900,212千円

7 商工費 641,622 388,902 60.6 ＊道路・橋・河川・を除いて記載しています。

8 土木費 3,812,566 2,279,667 59.8

9 消防費 735,367 692,449 94.2

10 教育費 2,461,127 1,962,487 79.7 ■市債の状況

11 災害復旧費 250 0 0.0 （単位：千円）

12 公債費 3,389,402 3,368,817 99.4 25年度末 27年3月末

13 諸支出金 605,690 110,687 18.3 現在高 起債額 償還額 現在高

14 予備費 18,972 0 0.0 一般会計 28,215,764 1,270,100 3,063,368 26,422,496

歳出合計 26,898,564 20,165,263 75.0 国民健康保険 0 0

後期高齢者医療 0 0

介護保険（保険事業勘定） 70,000 70,000 0

 　〃 　（サービス事業勘定） 0 0

温泉事業 0 0

（単位：千円、％） 農業集落排水事業 432,129 23,104 409,025

予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率 水道事業 5,438,215 306,807 5,131,408

国民健康保険 4,940,600 4,207,816 85.2 4,594,350 93.0 工業用水道事業 2,429,648 113,191 2,316,457

後期高齢者医療 458,300 457,819 99.9 444,634 97.0 公共下水道事業 18,882,363 550,200 1,191,496 18,241,067

介護保険（保険事業勘定） 3,886,000 3,656,454 94.1 3,548,944 91.3 病院事業 1,691,389 453,000 261,468 1,882,921

 　〃 　（サービス事業勘定） 13,100 15,257 116.5 10,825 82.6 計 57,159,508 2,273,300 5,029,434 54,403,374

温泉事業 10,700 10,506 98.2 5,764 53.9

農業集落排水事業 141,910 112,822 79.5 98,627 69.5

■一時借入金の状況

（単位：千円）

27年3月末

現在高

一般会計 1,500,000 0

（単位：千円、％） 国民健康保険 300,000 0

予算現額 収入・支出済額 収入・支出率 後期高齢者医療 35,000 0

収益的収入 899,500 863,560 96.0 介護保険（保険事業勘定） 300,000 0

　〃　支出 756,788 695,782 91.9  　〃 　（サービス事業勘定） 5,000 0

資本的収入 33,430 40,550 121.3 温泉事業 1,000 0

　〃　支出 556,559 444,772 79.9 農業集落排水事業 40,000 0

収益的収入 386,000 393,937 102.1 水道事業 - -

　〃　支出 384,700 342,310 89.0 工業用水道事業 100,000 0

資本的収入 0 0 - 公共下水道事業 400,000 0

　〃　支出 160,830 156,530 97.3 病院事業 200,000 0

収益的収入 1,586,700 1,798,907 113.4

　〃　支出 1,701,600 1,538,189 90.4

資本的収入 889,580 889,451 100.0

　〃　支出 1,300,012 1,280,749 98.5

収益的収入 2,484,400 2,383,386 95.9

　〃　支出 2,687,600 2,645,310 98.4

資本的収入 705,925 586,318 83.1

　〃　支出 886,007 763,516 86.2

収益的収入・支出　・・・ 1年間の通常業務にかかる事業の収入と支出

資本的収入・支出　・・・

26年4～27年3月中増減

区分

サービスの維持・拡大のための建設改良費や企業債収入など、収入支出の効
果が将来にわたるもの
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水　道
事　業

独立採算制を原則とする企業色の強い事業を行う場合に、地方公営企業法
の規定を設けて設置されている会計のことです。資本的収支において生じ
た資金不足については、内部留保資金で補てんしています。

公  共
下水道
事  業

病  院
事  業

■一般会計 福祉・教育・道路整備など地方公共団体が実施すべき基本的な事業を経理
する会計のことです。

■特別会計 特定の事業を行うための歳入歳出を一般会計と区別して処理するために、
条例に基づいて設置されている会計のことです。

■企業会計

工 業 用
水道事業

議会費, 4,574
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